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1) 経営意思決定と組織

大 森 弘

マ ー チ ・ サイモン(J. G. March & H. A. Simon)の言葉ではないが， 経

営とは決定そのものである， といわれながら， 決定そのものほど未開の分野も，

経営の領域ですくないともいえよう。 むしろ経営の理論的な解明の過秤におい

て， 「ブラック ・ ボックス」として前捉されていた領向さえあり， その解明に

木格的に乗り出したのが， まさにマ ー チ ・ サイモンといわれ， 近代経営理論の

成果といわれる「オ ー ガニゼーシ ョンズ(Organizations, 1958)は， それを内

容とするものであったといえる。

ただマ ー チ ・ サイモンの研究は， たしかに経僻認思決定における理論的な解

明の端緒をつくる成果ではあったが， 企棠経営における工場竹理ないし下位部

門を 対象領域として考察されたもので あったことも事実である。 これにたい

し． それ以後， いろいろな対象， それは生産領域にかぎらず経‘営全般にわた

る， また管理階陀でなく最同経営的におよぶ領域にまで， 意思決定の研究の範

囲は拡大されてきていることも事実である。 それらの成果の大きなものの一 つ

に ， アンゾフ(H. I. Ansoff)の「企災戦略論」もあげられよう。
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アンゾフの経党忍思決定にかんする研究の成果については． すでに幾多の検

討と評価がなされており． 別途の機会に概観注ー 1もしているので詳細は;i::1J愛す

るが． これからの詞噸義に必要なかぎりにおいて， ここで要約だけしておこう。

それは， 経営意思決定を三種に類別していることである。 すなわち， 戦略的決

定をはじめとして． 竹理的決定と業務的決定の三秤の怠思決定の類別である。

これらの窓思決定の内容の理箭や検，］すについては． あとの機会にゆずるとし

て， はたしてこれら， 三種の類別で—1分なのであろうか． こうした検討をすす

めるために． 企業経')的における． しかも我国における実態を理解してみたいと

おもう。 それには． 我国の企文経営における忍思決定の実態を， 統計的に． ぁ

る意味では畠的に把抑し検討していくことも必要であるが． ここではむしろ質

的な吟味をするためにも． 我国の代表的な企文経’営の実態を把抑して検討して

みたいとおもう。 それは資料的な制約からしても必要な接近の態度であるとも

いえよう。 そこでここに考察する対尿は， 松下屯器の今日までの丈態をふまえ

ての経営意思決定のメカニズムを概括してみようとおもう。

松下電器が事業部制を経’謎；組織のl-'i'徴としていることは， つ とに周知の事実

である。 しかもすでに第二次大戦前から採用し． 歴史的にも変造をへながら今

日にいたっている市実も検討されているil-2。 ·J;:文部制の成：＼『（については． と

くに米国の事例について, A · Dチャンドラ ー が，「 ·F文郊制成立史」注ー 3とし

て． デュボンをはじめジェネラル ・ モー タ ー ズ． ス クンダ ー ド ・ オ イルやシ ア

ーズ ・ ロバックなどを戸． 大企文を対象として研究していろ。 その鮎論は 一 言で

要約するなら， 「組織構辿は経常戦略にしたがう」という． 「経‘訊戦略と糾紐」

にかんする成果である。 そこに経腐戦略ないし経営決定が， 経営組紙と不可分

の関係にあり， しかも戦略的意思決定こそが組織構造を変化させる要因である

ことを理解する。

注ー1 拙稿「経営意思決定の構図」（近畿大学， 商経学叢No. 60) 
注ー2 拙著「研究開発政策」（千倉書房刊）
注ー3 A. D. Chandler, Jr., "Strategy and Structure" , 1962. 
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したがって事業部制という組織構造を， 何故に如何ように， 松下電器が経営

に甜入したかは， 戦略的意思決定との密接な関係があり， またその史的な変化

の過程も， 戦略的意思決定を動囚にしたものであるといえよう。 さらには， チ

ャンドラー の研究との対比において， 米国の事業部 制の比較で， 松下電器の経

営組織を理解するなら， 日本的経営の特性を， 事業部制という組織構造だけで

なく， その限底に ある戦略的意思決定にまで考察の範囲を拡充することもでき

るであろう。

とくに松下軍器の事業部制は， すでに検吋したこともあるように注ー 4' 米国

の市業部制の採用や普及とは無縁に， 第二次lit界大戦以前に， ほぽ時期を同じ

く早くもll/1和8年(1933年）に採用され， それ以後の展開をはかられているの

をみても， その仕成と発展の独1··1性をうかがうことができる。 それは経営意息

決定の独自性にもつながることでもある。 経党応思決定をはじめ組綴構造にし

ても， 経営の理論を， あまりに も論理的な共通性や普迎性にもとめるため， か

えって抽象的な形式性や休系性にかたより， 実践(11、]な風土性や歴史性が捨象さ

れすぎる傾向がある。 国土性やIIり代性は実践の理論としての経営の学問には．

必ず問わるべきものでなければならない。 個別舒済としての経営の理論の独自

の領域が， そこに見出されなければならない。 そこに， いわゆる条件適応理論

(Contingency Theory)の柏柚濯］な邸義を見出したい。 これまでの， いわば吼

ー最笠理論の枠糾にたいして， 個別経済である企災舒営の独1·1性のある， 風土

的かつ歴史的な条件＝適J心の狸論の出し本的な怠んの役割である。 これは， すで

にふれもしたいわゆる制度学派の彩苦をうけたという， N. W. チェンバレン

の所論とも一 Ill和相通ずるところもあり， 別途の機会に検討してみたいもので

ある。

松下屯黙の事業部 制の生成は． その史料からつぎのように要約されえよう。

まえにもふれたように， ボ業部制の公式な採用は， 昭和8年5月に， 三事菜部

注ー 4 拙著， 前掲1年。
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制を一応の起点としている。 ただしここで一応の， というのは， 「松下電僻五

十年の略史」において， 松下幸之助自身が物語っている事業部制の慈味につ い

て検討するなら， 昭和2年に電熱恭の分野に新規参入するにあたって電熱部を

創設した時期が実質的な事業部 制の採用の原点であったといえよう注ー 5。 すな

わち， いわゆる水平的多角化の戦略的決定に適応する組織として事業部 制を採

用したといえよう。 ただこれは外部的悶境に適応する必要のためでなく， 内部

的な踪境というか資節の間迎とも杖l連があり， それこそが'h業部制採用の十分

条件となっているという。 それは， 松下幸之助が物語っているように， 「松下

では， やはり電熱器を作らないといかんから作りたいけれども， 僕はようやら

ない。 君やってくれ。 」という， 屯熱閤への 新規参入の必汲条件と， 事業成功

への人的究源をはじめとした経党決定そして組紙構造の十分条件である。 それ

は，「事業の最高責任者」をつ くることであり，「業容は小さくても， 全部任す

ということ」注ー 6 であり， それによって「止打経岱」体制となり， また「経営

者」育成ができたのである。 ここらに， 松下屯器の事業部制の生成にまつ わる

経営的な独自性があり， かつ 論理的な共通性も見出される。 それは経営戦略が

組織構造を先沿することにおいての論理的な共通性であるが， 経‘腐的により爪

要なことは， 必要条件に適応した十分条件の内味の独自性にあり， それこそが

個別経済としての企業経堂の全体としての個性を決定するものであり， そこに

風土的かつ 歴史的に条件適応した理論構築の韮礎が見出されえるといえよう。

松下坦器のボ業部制は， それ以後も舒堂の外部的な環燒をはじめとした変化

に適応すべく幾変遷していく史的考察はすでにふまえている注ー
7 。 ここで必要

な考察は， それらの変化をへて構築された組織構造が， どのような企文経‘詔に

おける意思決定の構造的あるいは機能的な状態をもたらしているかの問題であ

る。 その考察はひるがえって， 組織構辿に定着している意思決定の状態からし

注ー 5 拙著． 前掲書. 5頁。
注ー6 「松下電器50年の略史」（松下電器刊） , 112-113頁。
注ー7 拙著， 前掲書。
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て， 企菜経営における怠思決定の確認にとどまらず， 将来への展開の品盤を見

出すことができるといえよう。

2) 事業部制組織と変化

ある特定企業が， ある時代環境のなかで， 牡有の経営風土をもつ ことは， 周

知の事実である。 この周知の事実をふまえて考祭をはじめよう。 もとよりこの

特定企業も， その時代環燒の変造にしたがって経営風土を変化さしていくこと

も当然であり， 多囚藉化によるJ払所環燒の相異によっても， 同一 企業でありな

がら経営風土を変化さすことになるであろう。 ただここで煎要なことは， 個別

の企業経営の特有性であるとともに， 時代的そして場所的な環境における特定

企業の代表性でもなければならない。 そういう意味で， 昭和期， とくに第二次

大戦以後における我国の企業経堂にとって， 松下電器は一 つ の代表性のある特

定企業として考察の対象にしても， あまり逸脱の問題はないのではないかとお

もう。

そこで， 松下屯器の事業部制という経営組糀において， 組織運営の過程とと

もに， 意思決定はいかに実施されているのであろうか。 ここでまず指摘してお

き たいことは， 企業経営における意思決定が， 個人の立場としてではなく組織

の闊係においてしか実施されえないこと， したがって戦略的意思決定といい，

それにたいして戦術的意思決定として， ただ意思決定の機能的な特性化をした

としても， それを組織の関係において位置づけ， いわば構造的に機能化させな

いと経営的な意義を半減するものといえよう。

松下電界の事業部制において， 経堂組糀の 1店礎となるものは， 時代探境の変

遷にもかかわらず却本的には， いうまでもなく事業部そのものである。 すなわ

ち， 製品市場別に専門細分 化された事業部を甚礎として構築された経営組織で

ある。 ただ時代的環境の変遷のなかで， 二つ の軸での適応がなされてきたとい

えよう。 第一 の方向は， タテ軸ともいえ， 事業部 と本社を連結する関係におい

てであり， いわば統合軸(Integration Axis)ともいえよう。 第二の方向は，
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ョ コ 軸 であり， 事業部 そのものの 内 外へ連環 する 関係 として， いわば細 分軸

( Differenciation Axis) といえるものである 。 第一 の軸 上 での適応 の事例 をと

りあげてみる と， 本 社 と各事業部を直結 する 統合シ ス テ ム は， 昭 和29 年 に 事菜

本部を介在 させる ことによって， いわゆ る 事業本 部制を母入 し， II且 和36年に は

さらに 本部制 の組紙拡充を実施 している 。 また昭 和50 年 に 採用 された， いわゆ

る 総括事業本 部制も， 統合シ ス テ ム ヘ の組織改 革 であり， 事文本 部 制の線 上 の

変革 でありながら， なお吟味してみる と， 昭 和10年 ， 戦前 に 将入さ れた， いわ

ゆる分社 制組織体 制への回帰 もうかがわれ， ご く最近 の， 昭 和53年 に 発表 され

た組糀改辿 では， いわは直括事業部 制への， まさに復帰 など， タ テ の統合軸 上

の適応である といえよう。

第二の細分袖上 の事例としては， 内容的 に 製品 と市場 の両方 向 に 区 分 してみ

なければならないであろう。 これはまた， アンゾ フ のいう戦略的決定 の製品 ，

叶j楊 マ ト リ ッ クス と対照 しえる ともいえる 。 すなわち， 拡大化戦略 として， 第

ー の創'i域 である 視行 の製 品 と市船に たい する市以杖 迄 は， 各事業 部 ， ＇磁業所 で

実施 される 本米的な展開 であり， 殊更 らに 説lリj する までもない活 動 である 。 拡

大 化戦 略の第二の仙域 は， 視r li'J:Mに新製品 をl附 発 する 戦略であり， 各事棠 部 が

寿 門細分 化され た範 囲 に おいて， 改良製品 をは じめ， r l辻品 の多様 化に 適応する

よう新規I父j辿製品 の研究捌 発 を 展開 していく活動 である 。 こうした経営行動

は， たとえばラ ジ オ 事業 部から組織的に 派生 してテ レビ 事業部が涎生 し， や が

てビ デ オ 事業 部 をテ レ ビ 事業 部から派生 させる といった組織的 な展叫 となり，

製 品 開 発 に かかわ る 研究開発 に つ いては， ラ ジ オ 串業部が無線研究所 を付屈 さ

して， ラ ジ オ の改良 と開 発 をや り なが ら ， や がて 杖j辿製品 としての テ レビ を li}f

究し， テ レビ 事業 部 の 誕 生 とともに テ レビ製品研究所 が付屈 し， や がてビ デ オ

の研究 も着 手 する といった展開 である 。 拡大 化戦略0) 第三0) 仙 域 は， 祝製品を

新 市場 に 拡販 する 戦略であり， 営業本 部を 中 核 として， 全 国 に 地域別の版丸会

社 を網薙 して市販）レ ー ト を挫仙 する とともに ， 特 機営業本部をつ くって業務用 ，

店庁用 ある いは特殊）レ ー ト を開 拓 する ことに よって， 因 内 市場を細分 化し新市
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場 とし て い る 組紙展IJII で あり ， 紆営 行 炒 で あ ろ 。 ま た 悔 外市場に た い しても，

洵 外事業本 部 を叫亥 に ， 現地 販し会 社を設立 し， 必要 によっ て生荏会 社 を併設

しな がら． 新 巾
・
場 の開 拓 を展I姐 してい る。

また新 製 品 に よる新市場 の開発 という ， 第 四 0) 仙域で ある． いわゆ る多角 化

戦略に つ い ては， さらに四 つ の分野 ， つ まり集 中 的多灼化に はじまり． 水平

的， 亜膨 的多 灼 化 それに 集 成的 多 灼 化 に 区 分 さ れ え よう 。 集 中的多 角 化 は， い

わゆ る 事業本部や総括事業本部 とい っ た 組織の枠 内 に包括 さ れ てきた 事業展開

で ある といえ， ラ ジ オ 事業部 ． テ レ ビ 串文 部 ， ス テ レ オ 事業 部 ， ビ デ オ さ]1業部

な ど傘下 に 15 串文部 をも つ無線仮塀総括事業本部の よう に． ほかに 傘下 に29事

業 部 をもつ ＇屯 化 機器総括事業本部 ， 6 '.}]業 部 をも つ此業 機器総括事業本部な ど

が， その組織展即で ある。 水平 的外灼 化 は市以 のより同質 的な l関 辿 で 展開 さ れ

る事文舶域で あるが， そ の典型 は松下'cに工や松下住設機 器な どで あり． 製品 の

より技術的な 閲 辿 で 展開 さ れる 垂正 的 多 角 化 の典 型 は． 松下電子や松下’屯子部

品 な どがある 。 また 製品 ・ 市場 ともに． より巽四 的 な 組合せ として展開 さ れ る

染成iiり 多 灼 化U) *文 とし て は . u 転 車 の 宮 Ill ユ．又 や 段 ボ ー ）レ の 伽 岡 製紙な ど

が， そ の事例とい える て あ ろ う 。 すで に松下 ’屯船 が経＇詔権 を学握 して い る凪 内

杖l辿会社は ， い わ ゆ る 地域別の ！恥＇し 会 社 を0) ぞ い て 約70 社 ， う ち 上楊会社13社

で あるが， 戦略的 枠 糾 ある い は そ の糾紐((、J 展閲 からす ると， 製 品 ・ r i d品 は両方

へのヨ コ の 細 分柚 に 位 凶 づ ける ことがで き るで あろ う 。

3) 経営管理組織と決定

事菜 部制 という 経位i糾紙に ついてみ た が， 経営怠息決定 を組絨 とのI剥 係で検

,dす る 準 /1//1 のた めで ある 。 「経宮怠忍決定の構図」江ー 8 とし て鳥II敢 した J払合 に ，

経営意思決定 の牡性 的 な 類型 は とも かく， 経営竹 理機能 との関辿 において， 経

営 理念 の設定や経営 方針 の策定な ど， また 事業計画や部門計圃 の決定 な ど， 管

注ー 8 拙 稿 ， 前掲論文。
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迎組織あるい は 組織階 屈 と表裂 して遂行 される状態 を検吋 しなけれ ば ならない

であろう。 それは， H 本的 経営 の特徴の一つ といわれる ， 「合 意 による意思決

定 」礼ー ， ゃ よくいわれる 「根回 し」 のメカニズムにつ いて検討 することである

ともいえ よう 。

松下電器が事業部 制を組織の中核 としなが ら， 経営 の成長をはかり 組織の展

開 をおこなってき たことは， すでに 概観 注ー10 したが ， その中 心 には経営意思決

定が あり ， まさにチ ャ ンドラー のいう「組綿 は戦略 にしたが う」のである。 と

ともに経営意思決定が ， 特性的 に歴 史的連続 性へ の順応型 決定であれ， 歴 史的

不辿続性へ の適I心型決定 であれ， いず れも組紙 におい て ， あるいは組糀をつ う

じてなされるものである。 松下’屯器 での経営窓思 決定， たとえ ば経営 理念 をは

じめ経営方針や事業計圃 ， 部門計圃 は， その組絨 において ， いかに組織をつ う

じて決定， あるい は形成 されてい るのであろうか。

松下屯 器 における経営 理念や経慾方針 の内容 とか変造 につ い ては別途 の機会

に 詳細にするが ， その形成 や役割 につ いて糾織との19J辿 で一瞥 して おこう。 舒

営 理念 が 明 文 化さ れ たのは， す でに昭 和 4 年 3 月 注ー11 のことである。 松下電気

器具製作 所として大正 7 年 (1918年） に創某 して以来 ， 12年 目 に松下電 器製作

所 と改称 した時 である。 当 時 は 不況 の最 中 であったが順調 な発 展 をしており ，

月 窃 で10万 円 を超過 し， 従業員 数 も 300人 に培 加 している。 「松下電器網領J

として ， 企業の社会的奉仕 を， つ ぎのように明示 している。

「'訊 利 と社会正義 の 調 和 に念忍 し， 囚家此文 の発達 を 図 り， 社 会 生活 の改必

や 向 上 を期す」 ー― この綱仙 は ， 事業 の 発 展 に したが っ て 修正され ， 現在では

「庄業 人たるの本分 に徹 し， 社会生活 の改 善 と向 上 を図 り ， 枇界文化の進 展 に

寄与 せん ことを期す」 となっている。 だ が 「その粘 神 は終始一貫 して受 け継が

注ー 9 P. F. Drucker "What we can learn from Japanese Management" 
Harvard Business Review, Mar.-Apr. 1971. 

注ー10 拙著． 前掲書。
注ー11 前掲略史 72頁。
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れ， 松下電器0) 『経営基本方針』 となっ ているの で ある。」 注ー12

そしてたしかに， 「当 時 ， 業容 が拡 大 したとは いっても， まだ町工以 の 範 囲

を 出 ていな い 個人経営 の松 下雷器が、 事業 を単 なる営利追求の 手段 とせず， 社

会 のため に， 産業人 としての本分 を 尽 くす ことを 経営の 払本方針 として決定し

たことは， 極め て意義 の深 いことで あった。 」注ー13またこのとき同時 に 「信 条」

も， つ ぎ のよう に制定 されている一� 「向上発展 は各員 の 和親 協力 を得 るに あ

らざ れば得 難 し， 各旦 自 我を 捨 て互浪0) 粘 神 を以 て 一致協力 店勢に 服 するこ

と」。

さ らに昭 和 7 年 ， 端午 の節旬 の 5月5 1」 ， 全店員 を 北合 させ， 松下衛器の

「真 の使命 」な る もの を 発表 し， 使 命 を 知 ったという意味で 「創業 命知第一年」

として創業記念 日 を はじめ て制定し， 全員 に 「告辞 」しており ， 「このときか

ら松下電器 は， 釘 年 5 月 5 日に創災 ，；山念式を築行し， 事泉 の 使 命 について全員

の目 覚 と， 達成への 決怠を新 たにすることにな った()) で ある。」 注ー14

こうした経営 理念 に もとずき， そ れを転機 として， 昭 和 8 年松 下屯船 は本 店

および工場群 を従来の 大阪市幅邸区 から大阪 の東北郊 外に あたる 現在の 門真市

に移転 し， 事業 の本拠 とし， 「建設 と発 展 のlf -.J 代 」注ー 1s c 昭 和 8 年-12年） を む

かえる。 昭 和 8 年 には5 月 に， いわゆ る「事業 部制」 注ー
16の 経営組織も 採用 し

ている。 ただ経営 理念 との 関辿で正要 な事柄 は， 昭 和 8 年に「松下電 器 の遵奉

すべき五粘神」 （ のち 昭和12年 に現在の 七粘神 となっている） お よび 「社歌 」

が制定され， あわ せて朝 • タ会制度 も 実施されていることは注 目 したい。 ！：リ］ ・

タ 会 は使命達成 のため従業員の 自 然発 生的な 行 事 が仝礼的に定溢 し制良 化した

も ので あり， 「綱領」 「信条」 を筒 潔 な指均粘神 にまとめ た 「遵奉 すべき粘神 」

注―12 前掲略史73頁。
注ー]3 II 73頁。
注ー14 II 102頁。
注ー15 11 103頁。
注ー16 松下電器の事業 部制 につ いて は ， 拙 稿 「Jj!業部制の史的考察」 （企業者活動の国

際比較一千倉書房刊， 189頁参照）
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と 「 社歌」 をi足唱 し ， 全員の意思疎 通 と一致協力を生み 出 す 人 き な役割を果 し

たので ある 。 こうし た形成 0) 品盤をふ まえて， 松下屯器 の経営理念 は， その辿

用 から内 容を深 化さ せ， 事業 の環境 への適 応 と して変造 していくの で ある 。

また経営力 針 につ いては， 松下軍 器で公式 に 「経営方針発表会」 が 開 催 さ れ

たのは， II社 和 15年で あり， それ以後 ， 毎年 ， 定例化さ れている 。 松下電柑 の社

史 注ー17で いう 「戦 争のI Iり代」 （ 昭 和12年ー20年） の こ とで ある 。 歴史的な時代

の謀培 としては， JI田 和 12年 に i」 華事変が 始 まり ， 1:1 本 およひ Ji業 界 は急辿 に戦

閥休 制に 仰糾 していく。 II廿 和13年 には国 家総 動員法が 制定 さ れ ， 軍需産業を中

心 とす る 戦1月紘間 は 強 化さ れ， 家庭用 屯気器具 など氏而生産 は ， 材料 ， 雇川

ある いは物価嶋 の統 制から強 い制約を受 け る ことになる 。 こうした 愴 努 のなか

で ， 松下幸之助 は， 電気船具 の生此を紐持す る とともに， 「戦時体 制下 の企菜

の生 き る追 として ， 軍面生産 にも分 に応 じ て協 力 す る方針」 で， 昭 相13年 に初

めて兵料 の部品を受注 している 。 このような変動期 に あたって松下幸之助は，

「脹争 のため に事業 本米 のあ り方を失 い， 軍需生産 への辿 出 に よって 経営が放

没 になる ことを戒c/) , 」JI田 和14年 3 月 ， とくに 「経営 の 心得」 三 ケ 条 ， 「 経済

の心得」 三 ケ 条， 「社員指導及ひ各 目 の心得」 四 ケ 条 ， それぞれを通達 して．

全員 の自 虹を求 めて いる 。 そう した環塙 のなかで 昭和15年 1 月 に， 松下幸之助

は最初 の 「経営方針発表会 」を実施 したので ある 。 そこで面要者 のため， また

代理店 ， 阪克店 のために， 「で き る限 り電気器具 の生産を紺持 する 方針 」を明

確 にしている 。

さ て松下出硲 におけ る事業計画や 部門計訓 は， 組織としてど のよ うに 決定さ

れている のであ ろう。 松下電器 の 「辿邦経営 制」注ー
18 などとして ， 経営計圃 や

経理 制良をiiが説 し ている ものもあるが ， こ こで は最近 の「報告古 」注ー 19 にした

が って 参 照 していこう 。 そこで は事文 計画を 「 契約明細書 」と規定している。

注ー17 松下電器の社史に は ， 「松下電器三十五年史」 な ど も あ る が ， こ こ で は 「松下電
器五十年の略史」 に よ る 。

注ー18 石山四郎著， 「松下連邦経営」 ダ イ ヤ モ ン ド社刊 ， 昭和42年。
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松下屯齢の,J.i:文部制 の 日 上山 任 経’揺 を理鮒 す る に は ， なに より も 「·J;丸 計 画 」

に 注 目 する必要が あるという。 「 この 事 文 ，； j · j11tj は ， ·Jt文 部の 年間 の 具体 的な行

動計訓 を規定 したもの である が， しかし印 にそ れ だ けの忍味 を拉つ も の では な

い。 」記20以 下 ， その説明 をできるだ け忠実 にたどってみよ う。

松 下電 器 の各事業部は ， 舒党計訓 として長期計 圃 をは じめ中 期 ， 短 期 の 三つ

の計両 をもっている。 長期計圃ば門来 の5 ケ 年 に わたる ト ー タルとしての 目 椋

と計画 を， 可能性の追求 という観 点 から策定 し， 術年再 検討 しフィ ー ド バ ッ ク

し， ロ ー リ ングさせる， いわゆ る遂年累進方式 である。 これは 昭 和34年 ， 1 1 本

部20事菜 部に機構改革 された時期に ， 企画本 部が創 設 され， いままでの 各事業

部の予卵 に血紀 した実行計画 である短期計画 ， いわゆ る事業計 画 を， 全体 的か

つ長期 的に方 向 づ け闊 整 ， 統括するため に工夫 されたもの である 注ー21 。 中期計

画 は， 年間 の具体 的な行動計圃 である事業計 圃 と長 期 計圃 を リ ンクさせる機能

をもつ3 ケ ::1ボ国の ゾ ー ンとしての 行動 目 枕 を明 示 したもの である。 そして短

期計圃 として の事業計画の辿用こそが， 松 下俎 器 の 経営計画 にとって特徴的で

あるといえよう。

た しかに松 下電器 における事業 計 圃 は ， 「事業部の 年間 の 経営活動 を方 向 づ

ける実行韮準 である 。 」注ー
22 これは ， どこの企業にあって も， その 経営にあたっ

て同 様 であろう。 だ が松 下出 器 たる特徽 は ， 「経営毀任 範 皿 を明確 にし， 自 主

責任 経営を具現 化したものである」この邸義 である。 いわば事業計画 を 「 契約

明細古」 としている 、忍味である 。 契 約明細占 としての 事業計画 の邸味で， その

立案 から承 認 まで過程 をたどって みよう。

契約明細古 というの は ，「経岱払本要網」 の ことである。 松 下 ‘心 ：俗 では ， こ

注ー 19 二宮欣也著 ， 〔 報告書〕 「乱世の松下経岱学」 潮 出 版社刊 ， 昭和52年。
注ー20 二宮著， 前掲書76頁。
注ー21 筆者は ， た ま た ま 企画木部創設時に参加 し， 長期計両を は じ め事業部診断 ， 助成

を担当 す る 機会を も っ たの で ， 計画策定な どの内容， 経 由 に 迎解を も っ て い る 次第
であ る。

注ー22 二宮苫 ， 前掲習77頁。
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れを俗 に 「 お墨付 き 」と呼ん でいる が， 社 長 から事業部長 への， いわば「経営

委託告」 であり ， 「契 約祖 」な のである 。 事災計画が社長 によって 承認 される

ので， 経営基本要網 が期初 に 社長 から各事菜部長 に手交 される わけである 。 経

営袖本要網 の様 式 は例示 注ー23 のよう である が ， 販売の 責任額 ， 利 益 の責任額 そ

れに利益率 の三 目 椋が 明 示 されてい る 。 もっとも利 益 率 につ いて は， 毎年105!る

基準 という ことで不 変であり， これは松 下幸之助が強調 する 税 引 前 の元上高利

益率1090を 確保 せよとい う 方針が 貰徹 されている わけである 。 本社 に対 する

納付金 は， 一般 にいう 本社費だが ， 松下電器 では 「経営指喝料」 の 邸味をもた

せ， 本社ス タ ッ フ 部門 の 事業 部 に対 する 助成 ・ 指母 の見返 り である 。 また当 期

の資 本金 （ 内 部資本金） とい う のは， 松 下軍 器独 目 のものであり， 各事業 部を

準独立 企業 として， ただ損益計舘柑だ けの経営 でな く， むしろ 貸借対照表中心

の経営をや ら すぺ く， 昭和29年 に採用 された内 部査本金 制良 による 各事業 部 の

資本金 である 。 これに よって各事業 部 長 はただ利益貨 任だ け でな く財務立 任 を

も 背負 う という 経営体制に な ってい る わけである 。 さらに社長 コ メ ン ト とい う

0) は， 社 長 として の製記事禎な ど60-70字 にまとめた内 容 である という 。

こう した経営述本要網 につ い て， 事業部長 の感想 は， 「 §I 分 でつ くった事棠

計 画 だ が， こう して おふ付 き をもらう とシ ン が入る ん ですね 。 これに向 かって

注ー23 経 岱 基 木 要 綱 （ ヒ ナ 型）

00事業部長殿
社 長

貨事業部の経営基本要綱を次の通 り お伝え し ま す。 こ れに も と づ き 経営基木要網 を
体 して 自主貫任経営の成果を発揮 して下さ い 。

社長 コ メ ン ト

0 当期の販売宜任額
O 当 期の基本利益額
0 当期の利益率

0000円
0000円

1096 
0 本社に対す る 納付金 （売上油の 3 %)
o 当期の資本金 （内部資本金） 0000円

二宮著， 前掲書 78頁。
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邁進 しようという気 になります」 という。 たしかにこの 「報告害 」がいうよう

に ， 「 泥臭 い， 旧 式だ という見方 もあろうが， 」 むしろ 「 アメ リ カ経営学 がい

う『 目 椋 による符 理」 をさえも超 えていると思 う。 」 りっぱ な「 松 下式 目 標管 理」

である。 そこに日 本的経営 の 意思 決定様式の典型 を， ただ稟議 制度 とか根回

的決定という以上 の， あるいはそれらをふ まえながら， いわ ばそれらを超 克 し

たもの， N. W .  チ ェ ンバレンがいう概念 の用 語 でいうなら． 「地位一 個性ー交

渉 の結合 構造 」注ー24 として狸解 したいのである。

4) 地位 · 個 性 ・ 交 渉 の 構造

松下電 閤 の事 業部制に お ける 経営意思決定のがf性 が， 「地位一個性ー交渉 の

結 合枯辿」 ( Position Pe rsonality-Bargaining Configu ration) であるとい う

の は ， ど うl ヽ う意味を もつものであろうか。

まず 「地 (>'1:-個性ー 交渉 の結合構辿」 という， チ ェ ンバレンの所 論 をふまえ

てみ たい。 企文のLi 由 裁 凪 の範 囲 は ． 社会 的踪楼 をは じめ とした諸 々 の外部的

な条件 によって制約さ れている。 だ がこ うした限 界 のなかでも， 「かなりの術

策 の i' I 由 」 がある 。 そのことは企文 1' 1 身 の内 部的 な条件， たとえば 「一秤の 打

己 制限」 である， いわ ゆる「戦略セ ッ ト 」や ， 活用 しえる査 源 の灯置 などによ

る flilJ 約の なかでもいえる こ とである。 こうした制約条件のなかで． 「どのよう

な活動進路 が定め られるか」こ の 間 閣 を解明 する構辿 といえよう。

「 かな り の 術策 のi' I 由」 つまり 経‘煎意思決定の I
、
1 1 1 1裁鼠 の 範 囲 については，

松 下屯揺 の企業仝体 につ いても， ま た各事業 部につ いてもいえることである。

ただ そこで， 事業 部 制という組織特性 をもつ 経営 において， いかに「どのよう

な活動進路 が定められるか」こ れを 事業計圃 の策定との関辿 で 理解 してみよ

゜

-
つ

注ー24 N. W. Chamlerlain "Enterprise and Envir onment" 1968. 大森等訳 「企
業と環境」 81 頁 ダ イ ヤ モ ン ド社刊 ， 昭和49年。
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まず階屑的地位 との関 係 で検討 してみ よう。 「戦略的行動 に対 する提案 は，

組織内 のど こか階 腔 的に見 て適当 な場 所から生 まれなければならない。 」注ー
25 た

しかにその提案が真剣 にとりあげ られるためには， ど の階屈 で検討 され提案 さ

れたものであっても， 組織内 でその提 案 にともなう活動 の過程や範囲 にふさわ

しい地位 のだれかによって採択 され支援 されなければならない。 つまり 「組織

的支援 のレベル」注ー26 の叩要 さである。 それは， チ ェ ンバレンも指摘 している

ように， 「階刑上 の地位 は個人 に権限 を与 えるだけでなく， 主張 された意見 に

注意 することを含 めて， 彼 に関 係 のある他 の人 々 が行使 する権 限 にJ応 じる義 務

を負 わせる」 注ー
27 からである。

松 下電熙 におけ る事文 計両 は終‘訊竹脳 と各 市文 部長 との事業契 約であり ， そ

の明細因 であるが， その形成過店＇ は， 払本方針 としての 「戦略セ ッ ト 」をふま

えなが ら， 舒営怒思決定 につ いての， まさに地位 と個性ー交 渉 の結合構造とい

えよう。 契約明細， 月 である']i: 業 計 両の 内 容 は， つ ぎ のようであ る。

1 . 事業部力 i i·

2 .  前期反省 1了lJl と 介期 叩点加策

3. 経営概況

4. 総括資料 （ 生脱， 販完， 利 益 ， 設仙， 期末 人 口 ， 製畠在即 にたいして前

期 ， 今期， 来 期 の実績数字， 計両数字）

5.  新 製 品 IJIJ 発 と先行 的研究開発

6. 収支計圃

7. 月 別 資料 注ー28

注ー25 チ ェ ン バ レ ン 前掲訳書 82頁。
注ー26 II II 83頁。
注ー27 II II 84頁。
注ー28 詳細 は 前掲． 二阿苫 「 怜告書」 79頁-81頁参照。
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つ ぎ の よ う で あ る 。こ う し た 事文 計 圃 の 決定の過程は，
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定 I決画事 業 叶

事菜計画案の策定は各事業部で お こ な う 。 そ の 策 定 は ， 経常年次方針を ふ ま

え た 事菜 部方針に し た が う 。 経 ‘院年次方針 と い う の は ， 旬年年豆且 に 開 催 さ れ る

閃辿企業幹部や労働組合役 員 な中堅幹部以上．「経営方針発表会」 に お い て ，

ど に 年良の方針を 明 示す る 。 こ れ は ， 社長 を 中 心 に経営首脳が， 経営綱領や信

条な ど経’常 郎念 を ふ ま え た 経管 韮木方針に の っ と っ て ， 時代や文 界の閲境 に 適

こ の 経腐年次方針をそ し て各事業 部長 は ．応すべ く 明確 に す る も の で あ る 。

ふ ま えて 市文 部内 に 方針を明示す る わ け で あ る 。 こ の 場合， 各 1了文 部 の お かれ

ま た 品本的な戦略 セ ッ ト と いた 内 外の経党 ］菜檄や制約条件を勘案 し な が ら も ，

生陀， 販応． 技術． 舒理， 人事な ど職能部門 に かん す る

経営職能方針を配応 し つ つ， 独 自 な 自 由裁旦の方針を策定す る わ け で あ る 。 事

業 部方 針 は 市業 部 内 の 部長や工場長 に 明示 さ れ る 。 各部長 や工場長 は そ れぞれ

事文 部方針 の 只休 化 の 指 針 を 部下 の 課長や主任 に 明示 し ， 諜長， 主任が 中 心 と

え る 経営見木方針 や，

こ れ ら 活動計画案 を ま と め て 事業 部原案 に す る の

こ う し人市的 に は 本 叶， 経理本部の 管轄に あ る 。

(721 5) --93 

な っ て 活動計両を立案 す る 。

は ·wr、 部の終押 r- I 且で あ り ．



て策定 された各··r�業 部の 事業計圃案 は． 本社 ． 経 理 本部に集約 されるのであ

る。 経理 本部の役割J は各事業部の事業計画案 を総合 的に検討 し， 調整す ること

に ある。 全社的な利益而 ， 資金而 ， 両面 から 力 あるべ き利益計匝i、 ‘ あるべ き

財務計画 “ 注ー29 と各事業計画案 の秋上 げ結果 を比 較 し， 調整す るわけである。

実際 には各事業計画案 は． 事業部側 からすると99.slる承認 されるのが実状 のよう

である。 とともに1 .slる の差異 につい ての経 理本 部の調 整 力 は強 く ． 松 下屯 閤 の

収 益 力 および堅実経営 の要因 でもあろう。

経理 本部の審査 をへた事業計両案 は ， 社長 の決裁 を受 けて正式 の「事業計画」

となり. ' お忠 付 き、 となり． 決定 の過打 をおえる。 この市文計両案 の作成 か

から決定ま での期間 の経 過 は． 新ボ棠年度 （ 松下屯恭 の場合 ， 毎年1 1 月21 日

から） の 3 ヶ 月 前 に 開 始 され ， その初 日 に ‘ お阻付 き、 とい われ る経営基本 要

綱 をはじ め ·J�菜 計 両 が手交 され るのが恒例である 。 この策定過打 を． もう一底

現実 にある市業部 の平t理 部長 の言葉 で再現 し， 確 忍 して お こう。 /'t:-30

「事業 計両 は さま ざ ま な計画 から成 り立 ってい るが， 出 発点 は［阪克計両 なん

です ね 。 要す るに． 今期はこれ だけ克 れた。 来期は い っ たい い くら売 れるの

か， 売 るのか。 これが決ま るとそれに 合 わせた生南計両． 設仙計画． 資金計

画 ． 在庫計画 など も必然的に決 ま ってくる。

ところが営業 郊門 からあがってきた販売計画 が， たとえば前期 比10% の伸 び

しかみてい ない 。 これでは少 し低す ぎる， とい うことがありま すね 。 そうい う

ときには場所 を変 えて， たとえてい えば高野 山 に一 泊 したりして． 営業に対 し

て， もう5 % ア ッ プ でい こや ない かとハ ッ パ をかける のです 。

もち ろん ． 営業 もち ょ っとやそっとではうん とはい い ません わ 。 うん ， い う

たら． これは作 文 とはち がう， ほん とうにそれだけの販売実祐 を必 ずあげない

かん です からな。 しかし， そうや って議 論し， 話 し合 い を詰め ることに よって

こうす ればや れるや ない か． とい う知恵 も出 てくるん ですな。 」

注ー29 二宮著 ， 前掲書85頁。
注ー30 11 11 85-86頁。
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また事業計画 そのものにつ いて， 松 下電器の副社長 でもある 経 理本部長 の言

葉 によれば， つ ぎ のよう に説明 されている 。

「事業 計 画 とい う ものは， 社長 の分身 として経営 を担 当 する 事業 部 長 が， き

ょ う 事業部 の持 っている 実力 にプラス 予測 ですね ， 念 願 ですね ， 理想 ですね ，

悲願 ですね ， そう いう ものを込 め てつ くるという ことになっていますから， こ

れはきわめ て厳粛 なものです。 」注ー
31

たしかにチ ェ ンバレンもいう ， つ ぎ の言葉 に甚本 的な共通項 をもつ といえよ

う 。 「戦 略的再展開 を行 う 過 程 は， 方法 はともかくとし てでき合 いで， 企業に

提示 さ れ る いくつ かの選択のプ ー ル に対する 利益率 の計邸 を合んだ， 単純 な鋳

術 の過打 ではない。 企 画 される 目 的をもった将来志向的行 動 は判 断 の行使 ， す

なわち未知 ではある が， 想像 できる 将来 に対 する 予 見 と想像力の行使 にかかっ

ており， また判 断 の 行使 は 大ざ っば に いえばその 経営者 たちの個性 に 依存

する 。」 注ー
32

経営窓思決定には， こう した地位や個性をふまえながらも， なお交渉 の過程

がある し， なければなら ない。 「経営者 の個性がいかに強 く快活 であっても，

論理 の力だけ で自 己 の立場 の正 当 性を他 の人 々 に説得 する ことは めったにでき

ない—―ー とくに戦略的決定 では， 論理 は判 断 に譲 らなけ ればならない。 経営者

の立楊 に 対 する 支持 を得 る ために ， 彼 は交渉取 引 の戦術 に頓 らなけ れ ばならな

い。」注ー
33 すなわち， 「他の人 々 の同 意 を勝 ち得 る ため に， 経営者 は誘 因 を提供

しなけれ ばならない。」cl-34そう した 「 誘 因 の稲類」 や 「交 渉 過程」 には， いろ

いろ ある であろう 。 「 しかしこのよう な折衝 が， 純粋 に個人 的な段階 で辿 めら

れ る 必要 はない。 もっと一般 的 に いえば， 戦 略的決定 がは じまる であろう 階 屁

的地位 の個 々 人 は， ある 徒党( Clique)ー お互 いの活 を傾聴 し合 う 人 々 ー の構 成

注ー31 二宮著， 前掲害87頁。
注ー32 チ ェ ンバ レン前掲訳書86頁。
注ー33 11 11 88頁。
注ー34 11 11 88頁。
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員 であろう 。」注ー
35 そこで「経営者た ち は共 同生活 し， また 互い に 知 ろう と努め

る ので， 彼 らは互い の 個 人的 な戦 略セ ッ ト を確認 する よう に なる 。 このことは

必要 とさ れる 公然 の交 渉 の儀を減 らす。 企業の戦略 セ ッ ト が， ある い く つ かの

種類 の提案をふる い 落 とし， 他 のものに 優先権を与 える のとまった く 同様 に，

企業内 の経営者た ち の個 人的な戦 略セ ッ ト の結合構造 がある い く つ かの計画 を

ふる い落 とし． また 他 のものが承 認 を得 る だ ろう と期待 する 基盤を与 える 傾向

がある 。 それらは企業の 中 で行 われる 交 渉 の 性質 を構 成する 領向を もってい

る 。」注ー
36

ここに 描写 されてい る 状態は， まさに 松 下電器 におい て事業計画 が策定され

る 過程 の本筋 でもあり， また地位 との関 辿 に おい て政議制 であり， 個性と交 渉

の過程に お い て， い わゆる 根 回 し機能 でもある 。 い わばコ ンセ ンサ ス ( Conse­

nsus)—合応に よる 決定とい わ れ． 日 本 的経営 の根本 ， その意思決定 の特性

とい われる 内 容 である 。 しかも． 制度 的に 痕議制 である ことに よる 平均値化を

さけ， 均衡性をとり， かつ 機能的に根回 しが， た んに 防猥的でなく ． 秘 極 的．

攻撃 的に 日 山裁贔 として活 かされる よう ， まさに 「地位一 個性ー交 渉 の結合 構

追 」に まで統合 的に 経営意思決定過肛 を休系 化してい る ところに， い わ ば松下

的経営 の特性 を見 出 すことができる とい えよう 。

注ー35 チ ェ ンパ レ ン 前掲訳書 90頁。
注ー36 11 11 91 頁。
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